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はじめに：本稿の目的

　国際機構がその構成国1 において享有する

裁判権免除の問題は、常に裁判を受ける権利

との関係において論じられてきた。国際機構

は、主権国家とは異なり、法律上の紛争一般

を裁判する機関を備えていない。そのため、

国際機構が国内裁判所の管轄権に服さないと

なると、多くの場合、私人はおよそいかなる

裁判所にも当該機構を訴えることができな

くなる2。かくして国際機構の裁判権免除は、

不可避的に個人が享有する裁判を受ける権利

と鋭い緊張関係に立つ。

　この緊張関係は、いずれの当事者の視点か

らみるかによって、異なったかたちで立ち現

れる。国際機構の免除は、当該機構からみれ

ば権限（権利）であるが、その構成国からみ

れば、これを付与すること（裁判権の行使を

差し控えること）は国際法上の義務である。

他方で、国はその管轄の下にある個人に裁判

を受ける権利を保障する義務を負っている

（つまり構成国は、二つの、一見して抵触す

る義務を負っている）が、この後者の義務が、

等しくこれに拘束されるそれら構成国によっ

て設立された機構に対していかなる法的効果

をもちうるかは必ずしも明らかではない。裁

判権免除が認められると、国際機構の行為に

よって違法に損害を被ったと主張する私人

は、裁判所へのアクセスを絶たれてしまう（そ

の請求を審理してもらうことができない）。

しかし、後述のように、このことが直ちに当

該私人の裁判を受ける権利の侵害を構成する

かどうかについては議論の余地がある。

国際機構の裁判権免除
と裁判を受ける権利 
−欧州人権裁判所判例
法理の分析−

岡田　陽平 *

＊�神戸大学大学院国際協力研究科准教授



16 国　際　協　力　論　集　　第 24 巻  第 2 号

　このように、国際機構、構成国、そして私

人、いずれの視点からも、国際機構の裁判権

免除と裁判を受ける権利との間の緊張関係は

厄介な法的問題を惹起しており、それゆえ

に、近年これらの問題を検討する夥しい数の

論稿が公表されている3。そこで本稿は、こ

の緊張関係を若干異なる視点から眺めてみた

い。すなわち、欧州人権裁判所（European 

Court of Human Rights：以下、ECtHR）の

視点である。欧州人権条約の実施監督機関た

る ECtHR は、この緊張関係にいかに対処し

てきたのだろうか。これを明らかにすること

が本稿の目的である。

　ECtHR は、欧州人権条約の解釈適用を通

じて締約国による同条約の遵守を確保するこ

とを任務としている（同条約第 19 条および

第 32 条）。すなわち、国際機構の裁判権免除

と裁判を受ける権利の緊張関係に直面した場

合に ECtHR がなすべきは、締約国による同

条約の違反（裁判を受ける権利の侵害）があっ

たかどうかを判断することである。したがっ

て本稿が明らかにするのは、国際機構の裁判

権免除が問題となった事件において、より正

確にいえば、被申立国が（自国が構成国と

なっている）国際機構に裁判権免除を付与す

る義務を負っていた事件において、ECtHR

がいかなるアプローチを採用して裁判を受け

る権利に係る規定を解釈適用したかである。

そこで本論へと入る前に、国際機構の裁判権

免除について概観しておくのが便宜であろ

う（Ⅰ）。その上で、従前 ECtHR が国際機

構の裁判権免除と裁判を受ける権利との間の

緊張関係にいかに対処してきたかについて検

討する。裁判所は、Waite and Kennedy 事

件において、いわゆる代替手段テストと呼ば

れる基準を定式化し、この緊張関係に対応し

た。この基準はその後、欧州の国内裁判所に

よって、より厳格なかたちで（裁判を受ける

権利の保障をより強化するかたちで）解釈さ

れ、適用されることとなった（Ⅱ）。しかし

近年、特殊な文脈においてではあるものの、

国連の裁判権免除が問題となった Stichting 

Mothers of Srebrenica 事件で、代替手段テ

ストは ECtHR 自身の手によって、きわめて

緩やかなかたちで再解釈された。こうした

ECtHR のアプローチをどのように評価する

ことができるだろうか（Ⅲ）。ECtHR の判例

法理を分析することで、現代国際法における

国際機構の裁判権免除と裁判を受ける権利と

の間の規範的関係についてより深く考察する

足掛りとしたい。

Ⅰ　国際機構の裁判権免除

1　実質的根拠

　国際機構の免除について論ずる場合、何よ

りもまず、その実質的根拠および形式的根拠

の双方において、これが国家の主権免除とは

異なるということを指摘しておかねばならな

い。まず実質的根拠、つまり、なぜ国際機構

に免除が認められねばならないかについて

は、裁判例および学説を広く見渡しても、見

解の一致があるといってよい。それによれば、

国際機構に免除が付与されるのは、機構が個

別のまたは一部の構成国の干渉を受けること
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なく、自律的かつ実効的にその機能を果たす

ことができるよう確保するために必要だから

であると説明される4。すなわち、機能的必

要性（functional necessity）の考慮である。

その前提には、国際機構に対して各構成国の

国内裁判所が自由に管轄権を行使しうるとな

ると、機構がその構成国から独立して活動す

ることは困難になり、ひいては、機構の実効

的な機能が著しく阻害されるという理解があ

る5。これに対して、国家の主権免除は通常、

主権平等原則に由来するものといわれる6。

つまり主権免除は、歴史的に国家が相互に他

国の主権を尊重してきたことを反映する制度

であって、国際機構の免除をその延長線上に

おいて理解することはできない7。したがっ

て、主権免除の文脈においては今日、免除の

射程を主権的行為（acts jure imperii）のみに

限定し、業務管理行為（acts jure gestionis）に

関する限りにおいて国は他国の管轄権に服す

るというかたちでの制限免除主義が国際機構

の免除にも当然に妥当するということにはな

らない。国際機構が免除を享有するかどうか、

その境界線は、それが機構の自律的かつ実効

的な機能の確保のために必要かどうかという

観点から画定されねばならない。

　しかし、すべての論者が以上の出発点を等

しく受け入れながらも、同一の具体的帰結に

至るわけではないというところにこの問題の

難しさがある。絶対免除が機能的必要性の論

理必然的な帰結であると考える論者8 もいれ

ば、機能的必要性は必ずしも絶対免除を帰結

せず、国際機構の免除においても、主権免除

の文脈におけるものと同様の意味における制

限免除主義が妥当しうると主張する論者9 も

いる。あるいは、国際機構の裁判権免除は絶

対的たりえないものの、免除されるかどうか

を判断するための基準として、主権的行為と

私法的行為（業務管理行為）の区別を用いる

ことは適当ではないと主張されることもあ

る10。このような学説状況は、機能的必要性

からの演繹作業のみによって何らかの具体的

な結論を引き出すことの難しさを示している

ように思われる。この点に関して、国際機構

の裁判権免除の形式的根拠もまた、主権免除

のそれとは必ずしも同一ではないということ

が問題解決の糸口となるように思われる。

2　形式的根拠

　主権免除が、条約において定められること

もあるものの、慣習国際法にその根拠をもつ

ものであるのに対して、国際機構の裁判権免

除の形式的根拠は、通常、特定の条約規定に

求められる11。したがって、国際機構が免除

を享有するかどうかは常に特定の条約規定の

解釈問題ということになる。

　たとえば国連の場合、国連憲章第 105 条 1

項と国連特権免除条約第Ⅱ条 2項が裁判権免

除について定めを置いており、国連が享有す

る裁判権免除の内容と射程は、これらの規定

の解釈を通じて確定されることになる。そこ

でまず国連憲章第 105 条 1 項をみると、国連

は「その目的の達成に必要な特権及び免除を

各加盟国の領域において享有する」と定めら

れている。何が「その目的の達成に必要な特
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権及び免除」に該当するかについて、その起

草過程においても詳細な議論が行われたわけ

ではないようである12。国連の活動の重要性

と射程を考慮に入れれば、その免除は広く解

釈されるべきであるといわれる13 ものの、こ

の条文の文言の解釈を通じて国連が享有する

裁判権免除の限界を明らかにすることは相当

に困難である。

　これに対して、憲章 105 条の細目につき定

める国連特権免除条約第Ⅱ条 2項は、きわめ

て明快な規定ぶりになっている。同項によれ

ば、「国際連合［…］は、免除を明示的に放

棄した特定の場合を除き、あらゆる形式の訴

訟手続の免除を享有する」。すなわちこの規

定によれば、当該免除が国連の「目的の達成

に必要」かどうかについて、国連加盟国（正

確にいえば、国連特権免除条約の当事国）の

国内裁判所が検討する余地はなく、国連に

よって放棄がなされない限り、国連には「あ

らゆる」訴訟手続からの免除が付与されるこ

とになる14。言い換えるならば、機能的必要

性の有無につき判断する権限はもっぱら国連

に与えられているのである。

　以上国連を例にとったが、他の国際機構が

享有する免除の内容と射程もまた、その機構

に免除を付与する条約規定の解釈を通じて確

定される。とはいえ一般論として、国連の例

が示すように、国際機構が享有する裁判権免

除の範囲は、主権国家のそれよりもきわめて

広範であるといえよう。にもかかわらず、冒

頭で述べたように、国際機構は法律上の紛争

一般を裁判する機関を備えていない。かくし

て、免除が裁判を受ける権利に与える影響は、

主権国家の場合と比較して、国際機構の場合

の方が格段に深刻であるといえよう。

　さて、ECtHR はこの深刻な影響とどのよ

うに向き合ってきたのだろうか。

Ⅱ　代替手段テストの登場と発展

　ECtHR は 1999 年、国際機構の裁判権免除

と裁判を受ける権利との関係が問題となった

リーディング・ケース、Waite and Kennedy

事件において、いわゆる代替手段テストを定

式化し、権利侵害の有無について判断を下し

た。

1�　Waite and Kennedy 事件大法廷判決15：

代替手段テストの登場

　本件は欧州宇宙機関（European Space 

Agency：以下、ESA）の裁判権免除16 が問

題となった事例であるが、ECtHR（大法廷）

は、国際機構の裁判権免除と個人の裁判を

受ける権利（欧州人権条約第 6条 1 項17）と

の間のバランスをとるために、次のように

述べて、いわゆる「代替手段（alternative 

means）」テストを定式化した。

　欧州人権「条約第 6条 1項が保障する裁判

を受ける権利は絶対的なものではなく、制約

に服しうる」が、そのような制約は、当該権

利の本質部分を損なうようなものであっては

ならない。「制約が正当な目的（a legitimate 

aim）を追求するものではない場合、また、

用いられる手段と達成しようとするその目

的との間に合理的な比例関係（a reasonable 
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relationship of proportionality）が存在しな

い場合には、制約は第 6 条 1 項と両立しな

い」（para. 59）。国際機構に裁判権免除を付

与することは、「機構が、個別の政府による

一方的な干渉を受けることなく、適切に機能

することを確保するために不可欠の手段」で

あって、「正当な目的」をもつ（para. 63）。

比例性については、当該事案の特定の事由

に照らして評価せねばならない（para. 64）。

「欧州宇宙機関にドイツの裁判権からの免除

を付与することが［欧州人権］条約の下で許

容されるかどうかを確定する際に決め手（a 

material factor）となるのは、この条約に基

づく権利を実効的に保護するための合理的

な代替手段（reasonable alternative means）

を申立人らが利用できたかどうかである」

（para. 68）。

　つまり、問題の国際機構において、紛争解

決のための「合理的な代替手段」が設置され

ており、それが利用可能である場合には、国

が当該機構に裁判権免除を付与し、したがっ

て、個人の請求につき裁判権の行使を控えた

としても、それは裁判を受ける権利の侵害を

構成しないという規範が定式化されたので

ある18。そして本件においては、申立人らは

ESAの職員として同機関内部の独立した委

員会に請求を提起することができたとして、

裁判所は、被申立国ドイツによる欧州人権条

約第 6条 1 項の違反を認めなかった（paras. 

69-74）。

2�　その後の国内裁判例における代替手段テ

ストの発展

　その後欧州内において、ECtHR によって

定式化された代替手段テストを適用し、当該

事件において国際機構に裁判権免除を付与す

れば原告の裁判を受ける権利を侵害すること

になるとして、実際に国際機構への免除の付

与が控えられた（当該機構に対して裁判権を

行使した）国内裁判例がみられるようになっ

た19。そこでは、単に代替手段が存在したか

どうかについてのみならず、それが十分に合

理的なものであったかどうかについて、踏み

込んだ検討がなされている。

　 ま ず、 西 欧 同 盟（Western European 

Union：以下WEU）に解雇された原告が、

給与 6ヵ月分の解雇予告手当の支払いを認め

たWEU内部の委員会の判断を不服として、

勤務地であったベルギーのブリュッセル労働

裁判所に訴えを提起したことに端を発する事

例を挙げることができる。同裁判所は 12 ヵ

月の解雇予告期間を認めたが、原告は、ベル

ギー法に基づけば給与 16 ヵ月分の解雇予告

手当が支払われねばならないとして控訴し

た。

　ブリュッセル労働控訴裁判所は、裁判権免

除に係る検討において、Waite and Kennedy

事件判決を参照し、そこで定式化された代替

手段テストに触れつつも、同事件において「欧

州［人権］裁判所は、［ESAが提供する］手

続が［欧州人権］条約第 6条 1項が想定する

ような公正な手続の観念に内在するあらゆる

保障を提供していたかどうかについて検討し
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なかった」と指摘した。そして、欧州人権条

約にいう「裁判所」は、「組織的・形式的な

観点からいえば、行政部門および当事者のみ

ならず、議会や事実上の権力（圧力団体等）

からも独立しており、司法的な手続を保障す

るものでなければなら」ず、「また実体的な

意味においていえば、法規範に基づきかつ組

織化された手続に従って、紛争の本案につき

拘束力ある決定を下す権限を有していなけれ

ばならない」という。また公開性について、

審理については一定の例外は認められている

ものの、判決の公開については何らの例外も

存在しない。

　裁判所は、引き続き、WEU内部の委員会

がこれらの基準を充足するものであったかど

うかについて検討した。裁判所は、当該委員

会が司法的機能を付与され、場合によっては

争われた決定の取消しを宣告し、またそのよ

うな決定によって惹起された損害の賠償等を

WEUに命ずる権限を有していたこと、そし

て、対審手続が確保されていたことは認めた。

しかしながら、委員会の決定の執行について

は何ら定められていないということ、審理の

みならず決定の公開性も確保されていないと

いうことを確認した上で、委員の任命方式（政

府間委員会による任命）と任期の短さ（2年

間）は、委員の非罷免性が独立という観念の

必然的帰結であることに鑑みれば、委員と機

構とがきわめて密接に結びつくリスクを伴っ

ていると指摘した。かくして、WEU内部の

委員会は、「公正な手続の観念に内在するす

べての保障を提供しているものではなく、そ

のもっとも本質的な条件のいくつかを欠いて

いる」のであって、「WEUの裁判権免除を

理由に通常の裁判官へのアクセスを制限する

と、［欧州人権］条約第 6条 1 項にいう実効

的な請求方法が何ら存在しないことになる」

と述べ、WEUの裁判権免除を否定し、本案

の検討へと進んだ20。

　ブリュッセル労働控訴裁判所は、裁判を受

ける権利の保障の観点から、きわめて厳格な

かたちで代替手段テストを適用したものとい

えよう。そこでは、国際機構の提供する手続

が合理的な
0 0 0 0

代替手段として認められるために

は、公平性の観点から国内裁判所と同視しう

るものでなければならないと考えられている

ようである21。もっともこの点については、

「過度に理想を追い求めるものであり、国際

機構の専門性を考慮していない」と学説上批

判されている22。

　国内裁判例における興味深い発展は、フラ

ンスにおいても観察することができる。アフ

リカ開発銀行に解雇された職員（フランス国

民）が同銀行を相手取ってフランスの国内裁

判所に訴えた事件において、パリ控訴院は、

Waite and Kennedy 事件判決に依拠しつつ、

ECtHR とほとんど同じ表現において代替手

段テストを再定式化した23。しかしこの裁判

所もまた、代替手段が利用可能であったかど

うかを問うにとどまらず、その手続の法的性

質の検討へと進んだ。同銀行には、職員から

の申立てを取り扱う委員会が設置されていた

が、この委員会は総裁に対して勧告を行う権

限しか有していなかった。実際、本件におい
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ては総裁が委員会の勧告に従わなかったため

に、原告は救済を得られなかった24。加えて、

原告の勤務地（コートジヴォワール）の裁判

所も、裁判権免除を理由に管轄権を行使しな

かった。「このような状況において、［原告］

とアフリカ開発銀行との間の訴訟に裁判権免

除を適用すると、それは、原告の『裁判を受

ける権利』の本質そのものを侵害する効果を

もつことになり、原告は裁判拒否の被害者に

なってしまう」。かくして控訴院は、免除を

否定することで、裁判拒否の発生を回避した

のである25。

　フランス破棄院も次のように述べて、この

控訴院の判断を是認した。すなわち、紛争の

「一方当事者が自らの主張につき判断する権

限をもつ裁判官にアクセスできず、国際公序

に属する権利を行使できないとなると、それ

は裁判拒否を構成するから、フランスと何ら

かの連結点を有する紛争についてはフランス

裁判所の管轄権が基礎づけられる。したがっ

て、本件事実発生の時点において、アフリカ

開発銀行が解雇した従業員との間の紛争につ

いて判断する権限を有する裁判所をその内部

に備えていなかった以上、同銀行は、当該紛

争において裁判権免除を主張することはでき

ない」と26。

　以上の裁判例は、いずれも、ECtHR が

Waite and Kennedy 事件判決において定式

化した代替手段テストを出発点として採用し

つつ、代替手段の「合理性」についてより踏

み込んだ検討を行ったものと評価することが

できよう。かくして代替手段テストは、より

いっそう厳格化されたかたちで、国内裁判所

の間に浸透しつつあるように思われた。しか

しながら近年、ECtHR 第 3 小法廷は、この

テストの適用を実質的に排除し、第 6条 1項

違反の存在を否定した。そこで問題となった

のは国連の
0 0 0

裁判権免除であり、さらに、事件

の発端となったのは平和維持活動の過程で実
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

行された行為
0 0 0 0 0 0

であった。小法廷は、これら 2

つの要因ゆえに、かつて大法廷が定式化した

代替手段テストをそのままのかたちで適用す

ることができなかったのである。

Ⅲ�　代替手段テストの実質的排除？：安保理

権限の強行的性質論

1�　Stichting Mothers of Srebrenica 事件小

法廷決定

　この事件は、スレブレニッツァに展開して

いた国連保護軍（United Nations Protection 

Force：以下、UNPROFOR）が 1995 年に発

生したジェノサイドを防止しなかったとし

て、その被害者遺族らが国連とオランダを相

手取って同国の裁判所に提訴したことに端を

発する。被告および法廷地としてオランダが

選択されたのは、UNPROFORの一部として

当時スレブレニッツァに展開していたのがオ

ランダ部隊であったためである。

　オランダの国内手続では、当該請求の国

連を被告とする部分についてのみ審理が進

行し、ハーグ地方裁判所27、ハーグ控訴審28、

そして最高裁判所29 のいずれの段階において

も、国連の裁判権免除を理由として原告らの

訴えは却けられた。そのため原告らは、欧州
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人権条約第6条1項等の違反があったとして、

ECtHR に申立てを行った。しかし 2013 年 6

月、この申立てもまた、第 3小法廷によって

却けられることとなった30。

　小法廷はまず、「適用される原則」という

見出しの下で ECtHR の判例法について検討

し、本件に適用すべき原則の特定を試みた。

その中でWaite and Kennedy 事件判決を参

照し、裁判を受ける権利が制約に服しうると

いうこと、しかしそのような制約が当該権利

の本質部分を損なうようなものであってはな

らないということを確認している。そして、

そのような制約は正当な目的のためでなけれ

ばならず、かつ、用いられる手段と追求され

る目的との間に合理的な比例関係が存在しな

ければならないとした。その上で、引き続

きWaite and Kennedy 事件に依拠して、国

際機構への免除の付与は正当な目的をもつも

のと認められると述べた。しかし小法廷は、

ここでは代替手段テストに言及せず、国が

ECtHR による制約と統制にまったく服する

ことなく、一定のカテゴリーの者に私法上の

賠償責任からの免除を付与できるとなると、

それは民主主義社会における法の支配あるい

は第 6条 1項の根底にある基本原則に合致し

ないと指摘するにとどめた（para. 139）。

　続いて小法廷は、「上記原則の適用」とい

う見出しの下で国連が享有する免除の性質に

ついての検討に取り掛かり、国連憲章第 105

条 1 項および国連特権免除条約第Ⅱ条 2項の

文言を引用しつつ（paras. 147-148）、これま

で ECtHR において国際機構の裁判権免除が

問題となった事例は、いずれも当該機構とそ

の職員との間の紛争に関するものであったと

確認した（para. 149）。そして、それら先例

とは異なり、「本件のそもそもの根元にある

のは、国連憲章第 7章下での安保理によるそ

の権限の行使に起因する申立人らと国連との

間の紛争である」と述べた（para. 152）。「国

連憲章第 7 章に基づいて国連安保理決議に

よって設置された活動は、国際の平和と安全

の確保という国連の任務にとって根本的重要

性をもつものであるから、安保理の作為不作

為を国連の同意なく国内裁判所の管轄権に服

させるようなかたちで［欧州人権］条約を解

釈することはできない」。「そのような活動を

国内裁判所の管轄権の射程内に含めると、こ

の分野において鍵となる国連の任務の達成お

よびその実効的な遂行への、個別の国による

その裁判所を通じた干渉を認めることになっ

てしまう」（para. 154）。

　かくして小法廷は、本件の特殊性を強調し、

先例との区別を試みた。しかしながら、そも

そも代替手段テストは、その表現ぶりから国

際機構一般に適用されるものとして理解され

てきた（少なくとも、明示的に国連をその適

用範囲から排除するものではなかった）し、

また、問題となる機構の任務の性質を変数と

して組み込むかたちで定式化されたもので

はなかった31 から、申立人らは当然、Waite 

and Kennedy 事件判決に依拠し、本件にも

適用されるものとして代替手段テストを援用

していた。小法廷は申立人らの主張につき、

次のように評価した。「申立人らが正しくも
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指摘したように、Waite and Kennedy 事件

判決において［…］裁判所は、国際機構に国

内裁判管轄からの免除を付与することが［欧

州人権］条約の下で許容されるかどうかを確

定する際に『決め手（a material factor）』と

なるのは、この条約に基づく権利を実効的に

保護するための合理的な代替手段を申立人ら

が利用できたかどうかであると考えた。本件

において、そのような代替手段がオランダ国

内法上も国連法上も存在しなかったというこ

とにつき疑いの余地はない」（para.163）。

　しかしながら小法廷は、「代替的な救済が

存在しないにもかかわらず免除を認めたとい

う事実それ自体が（ipso facto）裁判を受ける

権利の侵害を構成するわけではない」とい

う。国際司法裁判所（ICJ）は、外国国家の

主権免除について、このような規則の存在を

明示的に否定した32。国際機構についても、

Waite and Kennedy 事件判決をそのように

絶対的なものとして解釈することはできない

（para. 164）。

　さらに小法廷は、「国連が今日に至るまで、

本件で問題となっている紛争の適当な『解決

方法』33 について定めていないという事実は

残る」が、「この現状はオランダに帰責され

るものではないし、［欧州人権］条約第 6条は、

オランダに介入するように求めるものではな

い」と述べた。また「すでに指摘したように、

本件は、国際機構が享有する国内裁判管轄か

らの免除につき検討するように求められた裁

判所の先例とは根本的に異なる」と判示した

（para. 165）。

　かくして、本件における国連への免除の付

与は、正当な目的に資するものであり、かつ、

比例性を欠くものではなかった（para. 169）

として、第 6条 1項の違反は存在しなかった

と結論づけられた。

2　欧州人権裁判所判例法理の分析

⑴�　Stichting Mothers of Srebrenica 事件決

定における代替手段テストの位置づけ

　さて、Stichting Mothers of Srebrenica 事

件決定において、小法廷はどのような内容

と射程をもつものとして代替手段テストを

理解したのだろうか。まず指摘できるのは、

ECtHR の先例から本件に適用される原則を

特定する際、Waite and Kennedy 事件判決

を参照しながらも、小法廷はあえて代替手

段テストに言及しなかったということであ

る。他方で、申立人らによる代替手段テスト

の援用を肯定的に評価し、しかも、「決め手

（material factor）」という語に引用符を付し

ている。だがしかし、代替手段が存在しない

にもかかわらず免除を付与したという事実そ

れ自体が欧州人権条約違反を構成するわけで

はないとしており、一見して矛盾したことを

述べているようにみえる。では小法廷は、い

かにして自らの論を正当化したのだろうか。

　何よりもまず小法廷が依拠したのは、国家

の主権免除事件 ICJ 判決である。確かに ICJ

は、国家の裁判権免除が実効的な代替手段の

存在に依存するという国際法規則の存在を否

定した。しかし、そもそも理論的根拠の異な

る国家免除を扱った ICJ の見解を、国際機構
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の免除にそのままあてはめることには問題が

あるように思われる。前述のとおり、国際

機構の免除の理論的根拠は機能的必要性で

あるが、ICJ によれば、国家の裁判権免除は

国家の主権平等の原則に由来するものであ

る。かくして、もっぱら国家の裁判権免除に

関連する ICJ の判断が、そのまま国際機構の

裁判権免除に妥当するとはいえない。実際

に ECtHR 自身、これまで国家免除が問題に

なる場合と国際機構免除の場合とでは異なる

アプローチを採用してきた。すなわち、1999

年にWaite and Kennedy 事件判決において

代替手段テストを定式化しつつも、その後国

家免除が問題となった 2001 年の Al-Adsani

事件判決34 では代替手段の利用可能性をまっ

たく検討しなかったのである35。にもかかわ

らず小法廷は、本件に至って、「主権免除に

関する ICJ 判決を援用し、それと同じアプ

ローチを国際機構の免除にも当てはめよう

と」した。かくして本件決定は、「自己矛盾

である」として強く批判されている36。

　第二に小法廷は、代替手段の不存在はオラ

ンダに帰責しえないと指摘した。この指摘そ

れ自体は理に適っており、一般的に妥当する

といえよう。が、だからこそ、これが権利侵

害の不存在を基礎づける事由として認められ

るのであれば、代替手段テストは実質的に廃

棄されたものと解するほかないだろう。国際

機構が合理的な代替手段を備えていないとい

うことは、通常、個々の構成国には帰責しえ

ない事情なのであって、となれば、代替手段

テストの適用は、人権条約締約国による裁判

を受ける権利の侵害を帰結しえないというこ

とになる37。このようなテストに何の意味が

あるだろうか。

　第三の正当化事由は、本件はWaite and 

Kennedy 事件を含む先例と性質を異にする

ということであった。国際機構の裁判権免除

が問題となった先例はいずれも、国際機構と

その職員との間の紛争に係るものであった。

これに対して、本件の申立人らは国連の職員

ではないし、そもそも国連との間に何らかの

契約関係を結んでいたわけでもない。彼ら

は、国連の不法行為によって損害を被ったと

主張する者である。しかしながら、自らの意

思で国連との契約関係に入った職員と、自ら

の意思を何ら介在させる余地もないままに国

連の不法行為によって損害を被った被害者と

では、後者の方が要保護性は高いと思われる。

職員は、将来雇用契約をめぐって国連との間

に紛争が生じた場合、その解決のためにいか

なるメカニズムを利用することができるかに

ついて認識した上で、契約を結び国連と法律

関係に入ることができるのに対して、不法行

為の被害者にはそのような機会は通常与えら

れないからである38。したがって、裁判を受

ける権利の保障の観点からは、国際機構とそ

の職員との間の紛争が問題となるケースに代

替手段テストが適用されるならば、本件のよ

うな不法行為事例にもこのテストが適用され

てしかるべきであるといえよう。

　しかしながら、小法廷が本件を先例と同じ

ように扱うことができなかった決定的な理由

は、他のところにあったように思われる。つ
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まり、「本件のそもそもの根元にあるのは、

国連憲章第 7章下での安保理によるその権限

の行使に起因する申立人らと国連との間の紛

争である」という事情が決定的に重要な意味

をもっていたのである。

⑵�　安保理権限の強行的性質論：「同等の保

護」理論と代替手段テストの排除

　本稿の冒頭で、国際機構の構成国は「二つ

の、一見して抵触している義務を負っている」

と指摘した。すなわち、機構に免除を付与す

る義務と個人に裁判を受ける権利を保障する

義務である。しかし国連についていえば、あ

らかじめ手当てがなされている。国連憲章第

103 条が定める、憲章義務の優先である。国

連に対して裁判権免除を付与する義務は疑い

の余地なく国連憲章上の義務であって、憲章

第 103 条によって「他のいずれかの国際協定

に基く義務」に優先するものと考えられる。

実際に Stichting Mothers of Srebrenica 事件

において、オランダ最高裁判所は、憲章第

103 条に依拠し、代替手段テストの適用を排

除した39。したがってECtHRも、憲章第 103

条を適用し、免除付与義務（憲章第 105 条 1

項）の優先を認めることで、十分に説得的な

かたちで同じ結論に至ることができたはずで

ある。しかし小法廷は、憲章第 103 条を直接

に適用するのではなく、ECtHR 自身の判例

法理に依拠することによって、裁判を受ける

権利の侵害は存在しないという結論を導き出

した40。

　小法廷が依拠したこの判例法理は、2007 年

Behrami and Saramati 事件大法廷決定41 に

おいて定式化されたものである。この事件で

は、コソヴォに展開する平和維持活動（United 

Nations Interim Administration Mission in 

Kosovo：以下、UNMIK）と NATO 指揮下

の多国籍軍（Kosovo Force：以下、KFOR）

の行為が欧州人権条約違反を構成するかどう

かが争われた。しかし大法廷は、本件申立て

を審査する管轄権をもたず、したがって受理

不可能であると結論づけた。その主な理由は、

UNMIKとKFORの行為がいずれも締約国で

はなく国連に帰属するということであった42

が、大法廷は、受理不可能との結論に至るた

めには、いわゆる「同等の保護（equivalent 

protection）」理論の適用を排除することもま

た必要であると考えた。その理由づけとして

用いられたのが、安保理の国連憲章第 7章に

基づく権限が「強行的性質（the imperative 

nature）」を有しているということであった（安

保理権限の強行的性質論）。

　同等の保護理論とは、ECtHR によって定

式化された判例法理であって、この理論によ

れば、国際機構の構成員であることから生ず

る法的義務に従って欧州人権条約締約国自身

がとった行為について検討するよう ECtHR

が求められた場合、その機構において欧州人

権条約が定めているものと少なくとも同等と

みなしうるかたちで基本的権利が保護されて

いる限りにおいて、当該行為は、欧州人権条

約の要求に合致していると推定される。裏を

返せば、そのような同等の保護が存在しない

場合には、構成国が義務を履行するために
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とった措置であっても、裁判所の審査の対象

になり、したがって条約違反を構成すると判

示されうる。この理論の趣旨は、相反する要

請、すなわち、国際機構というかたちでの国

際協力を促進するという要請と、十分なレベ

ルの人権保護の仕組みを備えない国際機構に

一定の権限を移譲することで国が人権条約の

遵守を回避することを防止するという要請

の間のバランスを図ることであるといわれ

る43。

　この理論の登場は欧州人権委員会の時代に

さかのぼる44 が、これが明確な内容と適用範

囲を備えた精緻な基準として定式化されたの

は、2005 年の Bosphorus 事件大法廷判決45

においてであったといわれる46。この事件は、

ユーゴ制裁に係る国連安保理決議 820（1993

年）を実施する EC規則第 990/93 号に基づ

いて、アイルランド（被申立国）が、旧ユー

ゴの航空会社から申立人（トルコの航空会

社）がリースした航空機を差し押さえたこと

に端を発する。申立人はまず、当該差押えの

司法審査を求めて国内裁判所に提訴した。下

級審（高等法院）においては、本件航空機に

は EC規則第 990/93 号第 8条は適用されず、

したがって、問題の差押えは権限踰越である

と判示されたため、政府側（運輸大臣）が上

訴した。アイルランド最高裁判所が、当該規

則第 8条の解釈につき欧州司法裁判所（ECJ）

に先決裁定を求めたところ、ECJ は、同条は

本件のような場合にも適用されると結論づけ

た。最高裁は、これを受けて、自身は ECJ

の先決裁定に拘束されると述べ、運輸大臣の

上訴を認容した。そのため申立人は、本件差

押えが欧州人権条約第 1議定書第 1条（財産

の保護）に違反するとして、ECtHR に申立

てを行った。

　本件判決において大法廷は、以下のような

かたちで同等の保護理論を定式化した。この

理論は、欧州人権条約違反を構成すると主張

された行為が、同条約の締約国によって国際

機構の構成員たる資格から生ずる法的義務を

履行するために実施されたものであり、その

実施において国に裁量が残されていなかった

場合にのみ適用される。そして、当該機構に

おいて、実体および手続の双方につき、欧州

人権条約が定めるのと同等（同一ではなく同

程度）とみなされうるかたちで基本権が保護

されていれば、国は欧州人権条約に違反して

いないという推定が成立する。しかし、特定

の事件の状況に照らして、そのような保護が

明白に欠如している場合には、その推定は覆

される47。

　Behrami and Saramati 事件において、申

立人側は、被申立国がコソヴォにおいて遂行

していたマンデートが国際的なもの（国連ま

たはNATOのそれ）であったとしても、関

連の国際機構によって同等の保護は何ら提供

されていなかったのであって、被申立国は責

任を免れないと主張した48。大法廷は、この

主張に対して概要次のように述べて本件と

Bosphorus 事件とを区別した。「本件におい

て生ずる問いは、被申立国が国連のために実

施した行為について、より一般的にいうなら

ば、［欧州人権］条約と憲章第 7章の下で行
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動する国連との関係について審査する人的管

轄権を裁判所が有しているかどうかである」

（para. 146）。欧州人権条約（1950 年）の原

署名国 12 ヵ国中 9ヵ国は、1945 年から国連

加盟国であり、現在は全締約国が国連の加盟

国となっている。欧州人権条約は、その締約

国の間に適用される国際法の関連する規則お

よび原則に照らして解釈されなければならな

い。「したがって裁判所は、国連憲章第 25 条

および第 103 条という相互補完的な 2つの条

文に配慮せねばならない」（para. 147）。「よ

りいっそう重大な意味をもつのは、国連の主

要な目的が強行的性質をもつものであり、そ

の帰結として、その目的を達成するために

第 7章に基づいて国連安保理に与えられた権

限もまた強行的性質をもっているということ

である」。国連の主要な目的とは、すなわち、

国際の平和と安全の維持である（国連憲章前

文、第 1、2および 24 条、第 7章）。「国連憲

章第 7章に基づいて安保理決議によって設置

された活動は、国際の平和および安全の確保

という国連の任務にとって根本的重要性をも

つものであり、かつ、そのような活動の実効

性は加盟国からの支援に依存しているから、

［欧州人権］条約締約国の作為・不作為であっ

て、国連安保理決議によってカバーされ、そ

のような任務に先立ってまたはその過程で実

行されたものを裁判所の審査に服させるよう

なかたちで同条約を解釈することはできな

い。そのように解釈すると、この分野におい

て鍵となる国連の任務の達成および、一定の

当事国が主張したように、国連活動の実効的

な遂行への干渉になるだろう。これは、国連

安保理決議の実施に対して、当該決議それ自

体のテキストに定められていない条件を課す

ことに等しいだろう」（paras. 148-149）。

　もっともこの強行的性質論は、その射程に

つき不明確な点を残している。まず、そもそ

も Bosphorus 事件において問題となった航

空機の差押えは、直接にはEC規則第 990/93

号に基づいて実施されたものであるが、そ

の第 8条は、国連安保理決議 820 第 24 項の

文言をほぼそのまま引き写したものだった。

かくして、Stichting Mothers of Srebrenica

事件決定における小法廷の表現を借りれば、

Bosphorus 事件の根元にも「国連憲章第 7章

下での安保理によるその権限の行使に起因す

る紛争」が存在していたといえよう49。

　第二に、Behrami and Saramati 事件決定

の中で大法廷は、強行的性質論をもって、同

等の保護理論以上のものを排除しているよう

に思われる。というのも、大法廷によれば、

強行的性質論のリーズニングは、安保理常任

理事国による第 7章決議への賛成投票や安全

保障ミッションへの部隊派遣といった自発的

な行為、すなわち、国連の加盟国たる資格か

ら生ずる義務を履行するためのものではない

が、平和と安全に係る強行的な国連の目的の

実効的な達成にとって決定的重要性をもつ行

為にもあてはまるからである50。

　他方で近年、この強行的性質論をいわば無

視して、安保理決議に基づく資産の没収（い

わゆる狙い撃ち制裁）が欧州人権条約違反を

構成することを認めた小法廷の判断が現れ
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た。このAl-Dulimi 事件小法廷判決では、同

等の保護理論の意図するところは、「とりわ

け、締約国が、［欧州人権］条約の当事者で

はない国際機構の構成員たる資格の結果とし

て自らが負う法的義務を援用せざるをえない

場合に、ジレンマに直面することがないよう

に確保すること」であって、「本件が例証し

ているように、国は、欧州において使命を果

たす超国家機関としての欧州連合の構成員た

る資格の結果としてのみならず、国連の加盟

国としても、このようなジレンマに直面しう

るのである」として、国連との関係において

も、そして、国連憲章第 7章に基づく制裁措

置との関係においても、同等の保護理論が適

用されうるという立場が示された51。その結

果、被申立国（スイス）による条約違反が認

定された。その後この事件は大法廷に付託さ

れた52 が、2016 年 6 月 21 日、大法廷もまた

条約違反の存在を認めた。そこでは、安保理

決議から生ずる義務の実施においてスイスに

裁量が残されていなかったわけではないとし

て、そもそも同等の保護理論は適用されな

かった53。もっとも、この大法廷のリーズニ

ングにはさっそく疑問が投げかけられてい

る54。

　さて、代替手段テストに話を戻そう。まず、

ECtHR の他の判例法理との関係について指

摘できるのは、このテストは同等の保護理論

と類似の目的と構造をもっているということ

である。前述のとおり、同等の保護理論の趣

旨は、相反する要請、すなわち、国際機構と

いうかたちでの国際協力を促進するという要

請と、十分なレベルの人権保護の仕組みを備

えない国際機構に一定の権限を移譲すること

で国が人権条約の遵守を回避することを防止

するという要請の間のバランスを図ること

である。ECtHR は、これら両法理を通じて、

一方で国際機構が自律的かつ実効的なかたち

で活動できるよう確保することの必要性55 を

認識しつつ、他方で、欧州人権条約の実施監

督機関として、締約国が国際機構を設立する

ことで何らの制約も受けることなく同条約か

ら逸脱できるわけではないということを確認

している。いずれの法理においても、欧州人

権条約上の許容性の基準として、当該機構が

締約国に代わって問題の人権を保障している

かどうかが問われる。そしてこれら両法理の

適用は、強行的性質論の下では、国連安保理

の憲章第 7章権限に基づく活動という特定の

文脈において、排除される。

　 興 味 深 い の は、Stichting Mothers of 

Srebrenica 事件決定が、代替手段テストの

適用を排除するために、国連憲章第 103 条を

直接適用するのではなく56、同条（および国

連憲章第 25 条）に配慮して ECtHR 自身が

判例法上定式化した強行的性質論を援用した

点である。小法廷は、オランダ国内裁判所に

よる国連への免除の付与を、本来であれば欧

州人権条約に違反するものと評価するのでは

なく（そのように評価していれば、国連憲章

第 103 条の適用を回避することは困難であっ

ただろう）、そもそも欧州人権条約の違反を

構成するものではないとみなした。つまり、

あくまで欧州人権条約の解釈問題として処理



29国際機構の裁判権免除と裁判を受ける権利 −欧州人権裁判所判例法理の分析−

したのである。このような内在的アプローチ

は、一方で ECtHR が繰り返し強調する欧州

人権条約の調和的解釈57 の帰結であり、他方

で、国際の平和および安全の維持と人権保障

との間の緊張関係というきわめて機微な問題

に対処するにあたり、ECtHR が自らに裁量

を残しているということを意味する。実際、

Al-Dulimi 事件小法廷判決は、同等の保護理

論との関係でそのような裁量が行使された例

と評価することができよう58。かくして、今

後 ECtHR が代替手段テストとの関係におい

て、この裁量をどのように行使するのかにつ

いて注視する必要があろう59。

おわりに

　本稿では、国際機構の裁判権免除と裁判を

受ける権利との間の緊張関係に対処する際、

ECtHR がどのような法理を定式化し、それ

をいかに適用してきたかを明らかにした。

ECtHR は、国際機構の自律的かつ実効的な

機能を確保する要請と、民主主義社会におい

て重要な位置を占める裁判を受ける権利60 の

本質部分を保護する要請との間のバランスを

保つために代替手段テストを定式化した。こ

のテストは、その後欧州の国内裁判所によっ

て参照され、そこでは代替手段の合理性が厳

格に審査された。しかし ECtHR は最近の事

例において、自らが定式化した強行的性質論

に依拠することで、代替手段テストの適用を

排除した。

　国際機構の構成国は通常、当該機構に免除

を付与する義務と自国の管轄権の下にある個

人に裁判を受ける権利を保障する義務とい

う、同時に履行しえない 2つの義務を負って

いる。代替手段テストによれば、その機構が

当該個人の請求を処理する合理的な代替手続

を備えている限りにおいて、そのような義務

の抵触は生じない。そして強行的性質論の下

では、安保理の憲章第 7章権限に基づく活動

の過程で実行された行為61 に係る紛争におい

て国連の裁判権免除が問題となる限りで、た

とえ合理的な代替手続が存在せずとも（ある

いは、何らの代替手段も存在しない場合で

あっても）、やはり義務の抵触は生じないの

である。

　義務の抵触が存在するとは考えず、した

がって、国連憲章第 103 条を適用せず、自身

の判例法理に依拠することで困難な緊張関係

に対処しようとする ECtHR の態度は、Kadi

事件判決62 において示された欧州司法裁判所

のそれとは対照的である。憲章第 103 条の直

接適用は避けつつも（したがって、将来の事

件における自らの裁量をより広く確保しつつ

も）、その趣旨に配慮し、結果的に欧州人権

条約秩序に対する国連法秩序の優先を肯定し

たとみることができるからである。

　本稿の射程は、ECtHR の判例法理の分析

に限定されていたが、国際機構の裁判権免除

と裁判を受ける権利との関係は、より一般

的な文脈で検討されねばならない問題である

ことはいうまでもない。両者の間の緊張関係

は今まさに、国内裁判所においてより鋭いか

たちで顕在化している。2010 年、西インド

諸島に位置するハイチ共和国にてコレラが
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大流行した。これによる死者は 9,100 人に及

び、およそ 780,000 人もの住民が感染したと

いわれている。これまでの調査から、ハイチ

国内にコレラ菌を持ち込み、この大流行を

引き起こしたのは、国連ハイチ安定化ミッ

ション（Mission des Nations Unies pour la 

stabilisation en Haïti：以下、MINUSTAH）

のネパール部隊であったということがほぼ明

らかになっている63。このコレラ流行被害に

ついて、2013 年 10 月、米国・ニューヨーク

南部地区連邦地方裁判所に国連を相手取っ

たクラス・アクションが提起された64。原告

らは当初、国連に対してMINUSTAH 地位

協定65 が定める請求委員会の設置を求めてい

た66 が、これが受け入れられなかった67 ため、

いわば「最後の手段として」国内裁判所への

提訴に踏み切った68。しかしながら連邦地方

裁判所は、国連の裁判権免除を維持し、原告

らの請求の本案について審査することはな

かった69。ここでもやはり代替手段テストは

適用されなかった。この連邦地裁の判断は、

2016 年 8 月 18 日、第 2巡回区連邦控訴裁判

所によって是認された70。

　最後に、国際機構の裁判権免除と裁判を受

ける権利、それぞれの観点から今後の課題を

指摘することで本稿を締めくくりたい。まず

裁判を受ける権利の観点から明らかにする必

要があるのは、その本質部分が損なわれない

よう確保するために、国際機構によって提供

される代替手続がどの程度の合理性を備えて

いなければならないかということであろう。

かくして、欧州の国内裁判所例において観察

される代替手段テストの発展、すなわち、合

理性判断の厳格化の傾向が、欧州の枠を超え

ていかに受け入れられていくかについて今後

の動向を見守らねばならない71。

　ECtHR は、強行的性質論という法理を用

いて、国際の平和と安全の維持のための活動

に従事する国連を他の国際機構から区別し

た。同じリーズニングが国連以外の国際機構

にも用いられるとは考えにくい72。このこと

を国際機構の裁判権免除の観点から眺めてみ

ると、その理論的根拠が機能的必要性である

ことについて広く見解の一致があることはす

でに述べたとおりであるが、そこでいう「機

能（function）」は、国際機構によって、さ

らには、機構の活動によって、当然に異なる

ということが理解されねばならないように思

われる。機能が異なれば、それを保護する必

要性の程度も異なりうる73。このことを条約

上規定している（実定法化している）のが国

連憲章第 103 条であり、強行的性質論もまた

そのような意義をもつものとして理解できる

かもしれない。機能的必要性論の再構成の可

能性については稿を改めて検討することとし

たい。

【付記】本稿は JSPS 平成 27 − 28 年度科学

研究費（研究活動スタート支援）課題番号

15H06302 の成果の一部である。
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4　たとえば、わが国の裁判例においては、「国
連に［…］免除特権を承認した趣旨は、国連
という国際機構をしてその目的達成のための
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The Inherent Conflict between Jurisdictional 
Immunity of International Organizations and the 
Right of Access to Courts: An Analysis of the 

ECtHR Case Law

OKADA Yohei*

Abstract

	 In this article the approach adopted by the European Court of Human Rights 

（ECtHR） in order to strike a balance between the right of access to courts and 

jurisdictional immunity of international organizations （IOs） will be analyzed. As 

illustrated by the jurisdictional immunity of the UN, IOs generally enjoy far broader 

immunities before domestic courts of their member states than sovereign states. 

Besides, IOs rarely make themselves subject to alternative dispute settlement 

procedures. Thus grant of jurisdictional immunity to IOs by domestic courts of their 

member states, in most cases, gives rise to the serious tension with the right of access 

to courts. The purpose of this article is to elucidate how the ECtHR has interpreted 

and applied the provision on the right of access to court （Article 6 （1） of the European 

Convention on Human Rights） where a respondent states is under an obligation to 

grant jurisdictional immunity to an IO of which the state is a member. After giving 

an overview of jurisdictional immunities enjoyed by IOs （part Ⅰ）, the “alternative 

means” test formulated by the Grand Chamber of the ECtHR in Waite and Kennedy will be 

examined. The test has been reinterpreted by domestic courts of Contracting Parties in 

favour of the right of access to courts （part Ⅱ）. In Stichting Mothers of Srebrenica, however, 

the ECtHR itself appeared to be reluctant to directly apply the test with respect to the 

UN in the context of peacekeeping operations deployed under the Chapter Ⅶ power of 

the Security Council （part Ⅲ）. The analysis of the ECtHR case law will pave the way 

for rethinking how to locate jurisdictional immunity of IOs and the right of access to 
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courts, and to understand the normative relationship between them under international 

law today and tomorrow.




